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力で押し通す“暴走”にストップを！！

――安倍首相の施政方針演説（２月１２日）より――
冒頭に「この道を、さらに力強く、前進せよ」というのが総選挙で示された国民の意思だと強弁しました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ多くの農業関係者の反対を力で押さえ込む「農政改革」の強行や原発再稼働、「アベノミクス」の推進、消費税の増税、社会保障や労働法制の改革、沖縄での米軍新基地の建設など演説は盛り沢山でした。　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ安保法制の整備や憲法の改定まで「戦後以来の大改革」の名で持ち出し、すべて昨年末の総選挙で示された「国民の意思」にもとづくと言います。安倍政権が力で押し通そうという“暴走”を､国民は決して許しません｡　　　　　　　　　　　　　　ｐ自民党は政党の力関係を示す比例代表選挙ではわずか有権者の１７％しか得票していないのに、小選挙区と合わせ議席全体では６１％を確保しました。これは選挙制度のゆがみによるものであり、その結果で国民の信任を得たと言うことはできないのではないでしょうか。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ安倍首相が、今度の国会で焦点になる集団的自衛権行使容認などの安全保障法制の見直しについて、まともに説明しなかったのは、都合の悪いことは国民に語らない、非民主的な姿勢そのものです。安倍首相は今年が「戦後７０年」であることにかこつけて「積極的平和主義」の推進を語っていますが､日本が再び「戦争する国」になることは戦後の反省とは正反対です。「被爆７０年」を口にしながら首相は決して核廃絶とは言いません。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ戦後の歴史に反して、国民の意思を踏みにじる“暴走”が、国民との矛盾を深めてくるのは確実です。これからの闘いがいよいよ重要になってきます。
自民党の「憲法改正」へのスケジュール
最初は来年の参議院選で３分の２以上を確保して、選挙後に国民投票を予定しています。「９条改正」を隠して、出来るところからやって行こうとしています。
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月３４９７円　　日曜版　月８２３円
桑名市議団 星野公平のＨＰは　 http://hoshino.jcpweb.net/　　　　　

ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野宅）　　
３月議会は、２月２５日から始まります。


２０１５年３月定例議会（予定）
２月２５日（水）　　　午前１０時　　本会議開会（施政方針・議案上程、説明）
３月　３日（火）―　６日（金）
　　午前１０時  　本会議（代表・議案質疑、委員会付託、請願上程・補足説明、一般質問）
３月　９日（月）―１２日（木）
　午前１０時　　常任委員会（予算案の審議を含む。）
２０日（金）　　　午後　１時  　本会議（委員長報告、討論、採決）閉会
提出予定の議案は、全部で５４議案。報告５。
平成２７年度一般会計予算をはじめとする来年度予算１０議案、今年度補正予算９（市営駐車場を除く）＋１（今年度一般会計補正の追加）議案、条例の制定７議案、条例の廃止１議案、条例の一部改正２５議案、その他１議案です。

来年度予算は、一般会計(５０２.６億円）、特別会計(国保など７つでトータル３３２億円）、企業会計(水道・下水道１１８億円)の総額は９５２億円です。
【来年度予算、一般会計】特徴は、新総合計画、行革のスタートで、新病院建設、土地開発公社の解散、公共施設マネジメント関連に予算が振り分けられています。大きな予算として、病院整備費７７５百万円（総計で４，８７７百万円）、土地購入２，６２７百万円（堂ヶ峰公園、星見ヶ丘防災拠点施設、運動公園）、駅西土地区画整理８９４百万円、消防救急デジタル無線整備６５９百万円等々が計上。
【今年度補正予算、一般会計】総額は▲７５６百万円ですが、財政調整基金に５５０百万円積み立てています。追加は、１８０百万円位で地域消費喚起・生活支援型（プレミアム商品券）と地方創生先行型が予定されています。
【条例の制定】みえ森と緑の県民税市町交付金基金条例、介護保険関連２条例、教育委員会関連４条例の７つです。

【条例の一部改正】２５議案ありますが、教育委員の報酬の月額から日額への変更、敬老祝金の８８歳・９９歳の廃止、プレイルームの市外の人の負担増など問題があります。消防職員の定数増は評価できそうです。
【報告】土地開発公社と文化・スポーツ公社の経営状況に関する書類の提出２件、議決事件に該当しない契約（大山田北小賃貸借・遠方監視制御設備工事）２件、専決処分の報告１件の計５件です。
「第３０回市町村議員研修会」参加報告（２月９日－１０日）
第１日目は、
① 記念講演　森　裕之　立命館大学教授「２０１５年度予算のポイントと地方創生・地方財政の課題」

人口減少時代を見据えた地方創生は、社会保障や公共事業のあり方を大きく変えようとしている。政府・自治体のこれまでの動きと２０１５年度予算を解説し、自治体の行財政運営のポイントを説明される。【感想】森先生の話は何回目だろうか。多分４回ぐらい。相変わらずの早口だったが、今回は今年度予算、補正、来年度予算それに地方創生の予算について良く分かった。
② 第１講　太田貞司　聖隷クリストファー大学教授「地域包括ケアシステム構築と自治体の課題」

２０１２年の介護保険法の改正で「地域包括ケアシステム」の構築が市町村の役割となった。介護人材を考える場合、「地域包括ケアシステム」を社会保障費削減とまちづくりの２つの視点で複眼的にみることが重要。課題として、①病院と地域の結びつきを強める。②地域の医療機関と介護サービスの結びつきを強める。③専門機関や専門職と地域の民生委員、町会等との地域の結びつきを強める。④要介護者も家族介護者も日常生活を営む事が出来る仕組みを促進する事。⑤高齢者も障害者等も、誰もがすみよい街を促進する事。医療制度や介護保険制度の見直しが進んでいる。「地域包括ケアシステム」の構築を、高齢者や家族の暮らしを支える地域の仕組みをどのように考えたらよいか。【感想】介護保険の改悪の問題点をはっきりと抽出して、話を進めて欲しかった。
③ ナイター講座　白石　孝　プライバシー・アクション代表「マイナンバー制度に関わる自治体の実務と課題」
　いよいよ２０１５年１０月に１２ケタの個人番号及び１３ケタの法人番号が付番される。共通番号制度の問題点を解説され、自治体の準備状況と課題について取り上げられ、議会での質問すべき内容についても話して頂いた。【感想】制度が始まるに当たって、市民生活にどのような影響があるのか。解決法はあるのか話して欲しかった。

第２日目は、
④ 第２講　藤井伸生　京都華頂大学教授「子ども・子育て支援新制度のチェックポイントと自治体の課題」

４月から市場メカニズムに開放させる新制度がスタートする。自治体責任の後退が危惧される。子どもたちの「最善の利益」を大切にした保育・子育て保障のあり方について、先進事例を参考に自治体においてチェックすべき課題について解説される。【感想】多くの研修会などに参加してきたが、初めて保育問題で講義を聞いた。公定価格のシステムを勉強しなければならない。
⑤ 第３講　佐々木　滋　神奈川自治体問題研究所理事「国保都道府県単位化とあるべき国民健康保険制度」
　国保は社会保障です。２０１７年度からの国保都道府県単位化に向け、２０１５年通常国会に法案提出が予定されている。保険給付の実質的都道府県単位化ともいえる保険財政共同安定化事業の全医療費対象化は、２０１５年４月から実施される。国保都道府県単位化で何が引き起こされるのか、市町村の国保特別会計等への財政的影響はどうか、市町村間の保険料格差はどうなるのか、被保険者への影響はどうか等を解説し、あるべき国保制度を提案。国保会計の１つ１つの数字の裏には「住民のいのちと健康」があると言われた。負担の公平は言われるが、前提となる収入の公平は保障されていない。安心できる医療保険制度の為には、①払える保険料である事、②保険証１枚でいつでもどこでも誰でも必要な医療が受けられる事が必要。そのために、国保の根本的解決の道は国庫負担の増額だ。

【感想】資料が多すぎる。もうちょっと説明の仕方を変えて欲しかった。

埼玉、所沢市で「小中学校の教室にエアコンは必要か」住民投票　賛成過半数（桑名と目的は違うが）
１５日、小・中学校にエアコンを設置するかを問う住民投票が行われ、賛成する票が過半数を占めました。所沢市では、航空自衛隊入間基地に近い小中学校２９校で、騒音対策として、エアコンの設置計画が進められていましたが、３年前、市長が節電や財政難などを理由に、計画を撤回しました。住民投票は、保護者らの求めにより行われ、開票の結果、設置に賛成する票が過半数を占めました。
　一方、投票率は３１．５４％で、賛成票は市の住民投票条例が定めた有権者の３分の１には達しませんでした。市長は「これから内容を分析するが、高くない投票率が残念」とのコメントを発表しています。
「桑名市特別職報酬等審議会」２月４日傍聴
「市長・副市長の給料と市議会議員の報酬について」　議論は無し。
議題というか協議事項は、市長・副市長の給料と市議会議員の報酬についての２つだった。審議会メンバーは、商工会議所関係者５名、自治会・農協・社協・連合・民生委員各１名という構成です。傍聴は市会議員２人だけでした。
　最初に市長から挨拶があり、事務局より開催趣旨の説明や他市の状況などの説明が資料に基づきありました。
　質問が２-３あっただけで、「据え置き」の提案があり、内容についての論議はされずに、答申案が全会一致まとまった。この間わずかに４０分でした。一言も発言しない委員が多数でした。
　最後に、政務活動費について、第二の給与の感じもあるので廃止したらどうかとの意見が出されました。（報告を出して頑張っている議員もいるが、全体的に使い方が見えない。）（事務局から議会事務局に後日報告されるそうです。）
【感想】市長は諮問をするのなら、はっきりと内容を示すべきです。そして、委員の皆さんはしっかりと調べてきて発言すべきです。
日本共産党の桑名市における３大要求「国保税の引下げ」、「子どもの医療費の窓口無料化」、「小学校にエアコンの設置」

日本共産党桑名市議団　星野公平ニュース
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Ｎｏ．２２８　　　　２０１５年　　２月　１９日


発行　　　　日本共産党桑名市議員団 　☎２４－１３１０


発行場所　桑名市中央町２－３７　桑名市役所議員控室


自宅　　　　桑名市立花町１－１４－７ 　☎２２－２９７５







































































